
四日市市告示第３７８号 

四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要綱を次のとおり定める。 

 平成２７年９月３日 

四日市市長  田 中 俊 行 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公的介護施設等の整備等を促進し、高齢者福祉の向上を図るため、

四日市市内において公的介護施設等の整備を行う者に対し、予算の範囲内において四

日市市公的介護施設等整備費補助金（以下「補助金」という。）を交付することにつ

いて、四日市市社会福祉法人の助成に関する条例（平成１６年四日市市条例第４５号）、

四日市市社会福祉法人の助成に関する条例施行規則（平成１７年四日市市規則第１０

号）及び四日市市補助金等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１１号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市内におい

て、公的介護施設等の整備のうち別表に定める施設整備事業及び設備整備事業とする。 

２ 次に掲げる費用については、補助金の交付の対象としない。 

（１） 既に実施している事業 

（２） 他の補助制度等により、現に当該事業の経費の一部を負担し、又は補助して

いる事業 

（３） 土地の買収又は整地等個人の資産を形成する事業 

（４） 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設にかかる事業 

（５） その他施設等整備に関する事業として適当と認められない事業 

（補助事業者） 

第３条 補助事業の実施主体（以下「補助事業者」という。）は、前条に定める補助事

業を実施する次に掲げる法人とする。 

（１） 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

（２） 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９条に規定する医療法人 



（３） 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条に規定する特定非営

利活動法人 

（４） 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）第

２条に規定する一般社団法人等 

（５） 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条に規定する会社 

（６） その他市長が認める法人 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の補助基準額及び対象経費は、別表に定めるところによるものとする。 

２ 補助金の交付額は、別表に定める方法により算出した額とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、四日市市公的介護施設等整備費

補助金交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しな

ければならない。 

（１） 事業計画書（第２号様式） 

（２） 申請額算出内訳書（第３号様式） 

（３） 補助事業の収支予算書（第４号様式） 

（４） その他関係書類 

２ 社会福祉法人が前項の申請をする場合は、前項に定める書類に加えて四日市市社会

福祉法人の助成に関する条例第４条に規定する理由書を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（補助金の交付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、当該交付申請に係る書類

を審査し、必要に応じて調査等を行い、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定した場合は、四日市市公的介護施設等整備費補助金交

付決定通知書（第５号様式）により、補助金の交付申請の却下を決定した場合は、四

日市市公的介護施設等整備費補助金交付申請却下通知書（第６号様式）により申請者

に通知するものとする。 

（補助金の交付条件） 

第７条 補助金の交付を決定する場合には、次の条件を付するものとする。 



（１） 事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、市長の承認を得ること。 

ア 建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更は

除く）。 

イ 建物等の用途 

ウ 利用定員 

（２） 事業を中止し、又は廃止（一部の中止、又は廃止を含む。）する場合には、

市長の承認を得ること。 

（３） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合に

は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（４） 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業

により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具につい

ては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

で定めている耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助事

業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、担保に供し、取壊し、又

は廃棄しないこと。 

（５） 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その

収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

（６） 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用

を図ること。 

（７） 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、四日市市公的介護施設等

整備費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第７号

様式）により速やかに市長に報告すること。この場合において、市長に報告が

あったときは、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させることがある。

ただし、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社又は一支

所等（以下「支部等」という。）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告

を行わず、本部、本社又は本所等（以下「本部等」という。）で消費税又は地

方消費税の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割合等の申告内容に基



づき報告を行うこと。 

（８） 事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資

金提供を受ないこと。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（９） 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約におい

ても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾し

ないこと。 

（１０） 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど市

が行う契約手続の取扱いに準拠すること。 

（１１） 三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例（平成１１年三重県条

例第２号）を遵守すること。 

（１２） 契約の相手に対して、特定の者を下請負人とするようあっせん又は強要を

行わないこと。 

（１３） 契約の相手方が下請契約を行ったときは、部分下請負通知書を当該相手方

から提出させること。 

（１４） 三重県暴力団排除条例（平成２２年三重県条例第４８号）第２１条を遵守

し、契約締結の際は、暴力団等を排除できる条項を設けること。 

（１５） 契約等については、四日市市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要

綱の定めに従うとともに、暴力団等から不当介入を受けたときは、市長に報告

すること。 

（１６） 事業の遂行にあたり暴力団等から不当介入を受けたときは、警察に通報を

行うとともに、捜査上必要な協力を行い、市長に報告すること。 

（補助金の変更承認申請） 

第８条 補助事業者は、補助金の交付決定後において、事情の変更により申請の内容を

変更（事業の中止又は廃止を含む。ただし、軽微な変更を除く。）しようとする場合

は、四日市市公的介護施設等整備費補助金変更承認申請書（第８号様式）に関係書類

を添えて、直ちに市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく、補助目的の達成に支障がないと認

められる場合であって、補助対象経費の全体及び各費目における２０パーセント以内

の変更をいう。 



３ 市長は、第１項の規定による変更承認申請があったときは、変更内容を審査し、三

重県知事の承認を受けた後、当該変更を承認するものとする。 

（変更の承認及び却下） 

第９条 市長は、前条第３項の規定により変更を承認したときは、四日市市公的介護施

設等整備費補助金変更決定通知書（第９号様式）により、変更を承認しないことを決

定したときは、四日市市公的介護施設等整備費補助金変更却下通知書（第１０号様式）

により通知するものとする。 

（事業実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（事業の中止又は廃止の承認を含む。）

は、当該補助事業が完了した日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その

承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいず

れか早い日までに、四日市市公的介護施設等整備費補助金事業完了報告書（第１１号

様式）に次の書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 事業実績報告書（第１２号様式） 

（２） 精算額算出内訳書（第１３号様式） 

（３） 補助事業の収支決算書（第１４号様式） 

（４） その他関係書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、事業の成果が補助金の交付

の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額（以下「確定額」という。）を確定するも

のとする。 

２ 前項の規定により補助金の額を確定した場合は、市長は、四日市市公的介護施設等

整備費補助金確定通知書（第１５号様式。以下「確定通知書」という。）により補助

事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、補助金を交

付するものとする。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を請求しようとするときは、請求書（第１６号様式）



を市長に提出するものとする。 

（決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） この要綱又は補助金の交付の決定をするときに付した条件若しくは市長の指

示に違反したとき。 

（２） 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

（３） 事業を中止又は廃止したとき。 

（４） 事業に関する申請、報告又は施行等について不正な行為があったとき。 

（５） その他補助金の使用が不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、事業の当該取消し

に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命

じるものとする。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（理由の提示） 

第１５条 市長は、補助金の交付の決定の取消し又は事業の是正のための措置の命令を

するときは、当該補助事業者に対してその理由を示すものとする。 

（検査） 

第１６条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、補助事業者の報告に

基づき、帳簿等関係書類及び物件、施設等を検査することができる。 

（事業評価） 

第１７条 市長は、当該事業に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十

分に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止、その

他適切な措置を講じるものとする。 

（記録） 

第１８条 補助事業者は、事業にかかる収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該



収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年

度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（補則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

別表（第２条及び第４条関係） 

１ 補助金の対象及び補助単価等（施設整備） 

補助金の対象となる施設、補助単価及び対象経費は次のとおりとする。 

補助金の対象施設 補助単価 単位 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グ

ループホーム） 

３２，０００千円 施設数 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 ３２，０００千円 施設数 

小規模介護老人保健施設（定員２９人以下の

介護老人保健施設をいう。） 

５３，４００千円 施設数 

小規模多機能型居宅介護事業所 ３２，０００千円 施設数 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ５，６７０千円 施設数 

【対象経費】 

第２条に掲げる施設の整備（施設の整備と一体的に整備されるものであって、市長が必要

と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直

接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監

督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象とする費用を除き、工事費又は工事

請負費には、これと同等と認められる委託費及び分担金及び適当と認められる購入費等を含

む。 

２ 補助金の対象整備区分 

補助金の対象となる整備区分は次のとおりとする。 

整備区分 整備内容 

創設 施設を整備し（改修を含む）、新たに地域介護拠点等を新設すること。 

備考 過去に地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金、旧の四日市市公的介護施設等

整備費補助金交付要綱（平成２４年四日市市告示第３６５号）及び当該補助金を受



けて整備された認知症高齢者グループホームへのユニット増築は除く。 

３ 補助金額の算定方法 

補助金額は、補助対象施設ごとに次により算定することとし、補助金額に１，０００円

未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

対象経費の実支出額の合計額と、上記補助金額を基に算出した基準額、及び総事業費か

ら寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的としない法人の場合は、寄付金

収入額を除く。以下同じ。）を控除した額の合計のうち、比較して最も少ない額を補助

金額とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、平成２９年度

以前において補助決定された事業については、同日以後も、なおその効力を有する。 

 

 

  



第１号様式（第５条関係） 

                               年  月  日 

 

  四日市市長 

 

             住 所 

             （申請者）名 称          印 

             代表者 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金交付申請書 

 

     年度において四日市市公的介護施設等整備事業を実施したいので、四日市市

公的介護施設等整備費補助金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額  金          円 

 

２ 補助対象事業                      整備事業 

 

３ 添付書類 

 （１）事業計画書（第２号様式） 

  （２）申請額算出内訳書（第３号様式） 

 （３）補助事業の収支予算書（第４号様式） 

 （４）理由書（申請者が社会福祉法人の場合） 

 （５）その他関係書類 

  



第２号様式（第５条関係） 

 

事 業 計 画 書 

 

１ 公的介護施設等の概要 

（１）事業所の名称 

 及び 

     所在地 

 

 

四日市市 

 

（２）事業の種類 

 

 

 

（３）設置主体 

    及び 

   経営主体 

 

 

 

（４）定  員 

 

 

 

 

２ 施設整備費に係る事業概要 

（１）施設の規模及び構造 

（ア）敷地面積               ㎡ 

（イ）敷地の所有関係 自己所有地 ・ 借地 ・ 買収 

 

借地の場合 

 借地の期間 

 

 土地所有者 住所 

       氏名 

 

（ウ）施設整備の区分 創設 ・ 増築 ・ 改修 ・ 改築 

 ・ その他（        ） 

 

（エ）建物の面積 建築面積          延床面積 

          ㎡、           ㎡ 

（オ）建物の構造  

          造、           建 



 

（２）整備費内訳 

（ア）主体工事費               円 

（イ）設計管理費               円 

（ウ）合  計 （ア）＋（イ）               円 

 

（３）財源内訳 

（ア）市補助金             円  

（イ）その他補助金             円 補助主体 

（         ） 

（ウ）借入金             円 内訳 

 (独)福祉医療機構 

          円 

 市中銀行等 

          円 

（エ）設置者負担金             円 内訳 

 一般財源 

     円 

 寄付金 

          円 

 その他 

          円 

 

（４）施行計画 

（ア）契約年月日        年   月   日 

（イ）着工年月日        年   月   日 

（ウ）竣工年月日        年   月   日 

（エ）事業開始予定年月日        年   月   日 

 

  



第 3号様式(第 5条関係) 

 

申 請 額 算 出 内 訳 書 

 

 

                   
(法人名) 

 

                     
(施設の名称) 

 

 

総事業費 A 円 

対象経費の実支出(予定)額 B 円 

寄付金その他特別の収入額 C 円 

補助必要額 D(＝B－C) 円 

 

補助金名称 四日市市公的介護施設等整備費補助金 

区 分   

施設数 E  

補助単価(施設あたり) F 円 

補助基準額 G(＝E×F) 円 

 

補助金の額 H 円 

 

注1) A欄には、当該事業を行うために要する経費の総事業費を記入してください。 

注2) B欄には、A欄の事業費のうち、補助対象の経費の実支出予定額を記入してくだ

さい。 

注3) H欄の合計には、D欄及びG欄の金額を比較していずれか少ない額を記入してくだ

さい。 

  



第４号様式（第５条関係） 

 

公的介護施設等整備事業 収支予算書 

 

○収入の部 

科  目 金  額（円） 備  考 

四日市市補助金 

独立行政法人福祉医療機構借入金 

その他借入金 

自己資金 

寄附金 

 

 

 

 

 

 

計   

 

○支出の部 

科  目 金  額（円） 備  考 

施設整備費 

設計管理費 

 

 

 

計   

 

  



第５号様式（第６条関係） 

                             第   号 

 

 

                  住 所 

                  名 称 

                  代表者 

 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで交付申請のあった    年度四日市市公的介護施

設等整備費補助金については、四日市市公的介護福祉施設等整備費補助金交付要綱第６

条の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

 

      年  月  日 

 

 

                      四日市市長       

 

記 

 

１ 補助金等の額 

   金          円 

 

２ 補助金等の対象となる事業 

                    整備事業 

 

３ 補助金等の交付の条件 

 （１）四日市市社会福祉法人の助成に関する条例、同施行規則及び四日市市補助金等

交付規則の規定を遵守しなければならない。 

 （２）この補助金の交付に係る関係書類は、補助金交付完了後５年間は保存しなけれ

ばならない。 

 （３）この補助金の交付に関して、市が報告を求め、又は、監査を実施するときは、

速やかに応じなければならない。 



第６号様式（第６条関係） 

四日市市指令  第   号 

 

 

住 所 

名 称 

代表者 

 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金交付申請却下通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった四日市市公的介護施設等整

備費補助金交付申請については、四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要

綱第６条の規定に基づき、下記のとおり却下することに決定したので通知しま

す。 

 

 

      年  月  日 

 

                       四日市市長 

 

 

 

記 

 

 

１ 却下理由 

  



第７号様式（第７条関係） 

年  月  日 

四日市市長 

住 所             

名 称             

代表者           印 

 

    年度四日市市公的介護施設等整備費補助金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

     年   月   日付け 第   号で交付決定を受けた標記補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、四日市市公的介護施設等整備費

補助金交付要綱第７条第７号の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

記 

 

１ 補助金額（  年  月  日付 第  号による確定額） 

            円 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額（要補助金返還相当額） 

            円 

３ 添付書類 

２の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 

  



第８号様式（第８条関係） 

 

  年  月  日 

 

四日市市長 

 

住 所 

（申請者）名 称 

代表者          印 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金変更承認申請書 

 

  年  月  日付け四日市市指令  第   号  で交付決定のあった

四日市市公的介護施設等整備事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいの

で、四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要綱第８条の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 既交付決定額      金               円 

 

２ 変更後の交付申請額   金               円 

 

３ 金額の変更内容 

 

 

４ 事業の変更内容 

 

 

５ 添付書類 

（１） 事業計画書（第２号様式） 

（２） 申請額算出内訳書（第３号様式） 

（３） 補助事業の収支予算書（第４号様式） 

（４） 変更理由書（変更の理由や内容を記載したもの） 

（５） その他関係書類 

  



第９号様式（第９条関係） 

四日市市指令  第   号 

 

 

住 所 

名 称 

代表者 

 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金変更決定通知書 

 

     年  月  日付けで変更承認申請のあった四日市市公的介護施設等整備

費補助金については、四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要綱第９条の規定に基

づき、下記のとおり承認することに決定したので通知します。 

 

 

      年  月  日 

 

                       四日市市長 

 

 

記 

 

 

１ 既交付決定額      金               円 

 

２ 変更後の交付決定額   金               円 

 

３ 交付条件 

        年  月  日付け四日市市指令  第   号   四日市市公

的介護施設等整備費補助金交付決定通知書に付した交付条件を遵守すること。 

  



第１０号様式（第９条関係） 

                     四日市市指令  第    号 

     

住 所  

名 称  

代表者  

 
 

四日市市公的介護施設等整備費補助金変更却下通知書 

 
 

      年  月  日付けで申請のあった四日市市公的介護施設等整備事業の

計画変更については、四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要綱第１０条第１項

に基づき、下記のとおり却下することに決定したので通知します。 

 

      年   月   日 

 

四日市市長      印   

 

記 

 

却 下 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１１号様式（第１０条関係） 

                               年  月  日 

 

  四日市市長  

 

                  申請者  住 所 

                       名 称 

                       代表者         印 

                       連絡先 

 

 

事業完了報告書 

 

     年  月  日付け四日市市指令  第   号  で交付決定を受けた   

  年度四日市市公的介護施設等整備事業を完了（廃止・中止）したので四日市市公的

介護施設等整備費補助金第１０条の規定に基づき、下記の書類を添付して報告します。 

 

記 

 

１ 補助対象事業              整備事業 

 

２ 添付書類 

 （１）事業実績報告書（第１２号様式） 

 （２）精算額算出内訳書（第１３号様式） 

 （３）歳入歳出の決算書（見込書）の写し  

（４）工事費費目別内訳書 

 （５）工事請負契約書及び設計監理契約書の写し 

 （６）検査済証の写し 

 （７）配置図、平面図、立面図及び各室面積表 

 （８）建物内外主要部分の写真 

 （９）その他市町が必要と認める書類 

  



第１２号様式（第１０条関係） 

 

事 業 実 績 報 告 書 

 

１ 対象施設の概要 

（１）施設の名称 

 及び 

   所 在 地 

 

 

 

四日市市 

 

（２）施設の種類 

 

 

 

（３）設置主体 

    及び 

   経営主体 

 

 

 

（４）定  員 

 

 

 

 

２ 施設整備費に係る事業概要 

（１）施設の規模及び構造 

（ア）敷地面積  

              ㎡ 

（イ）敷地の所有関係 自己所有地 ・ 借地 ・ 買収 

 

借地の場合 

  借地の期間 

 

  土地所有者 住所 

        氏名 

 

（ウ）施設整備の区分 創設 ・ 増築 ・ 改修 ・ 改築 ・ その他（        ） 

 

（エ）建物の面積 建築面積           延床面積 

             ㎡、           ㎡ 

（オ）建物の構造  

             造、           建 



 

（２）整備費内訳 

（ア）主体工事費               円 

（イ）設計管理費               円 

（ウ）合  計 （ア）＋（イ）               円 

 

（３）財源内訳 

（ア）市補助金              円  

（イ）その他補助金              円 補助主体 

 三重県 

（ウ）借入金              円 内訳 

 (独)福祉医療機構 

           円 

 市中銀行等 

           円 

（エ）設置者負担金              円 内訳 

 一般財源 

           円 

 寄付金 

           円 

 その他 

           円 

 

（４）施行計画 

（ア）契約年月日        年   月   日 

（イ）着工年月日        年   月   日 

（ウ）竣工年月日        年   月   日 

（エ）事業開始予定年月日        年   月   日 

 

  



第 13号様式(第 10条関係) 

 

精 算 額 算 出 内 訳 書 

 

 

                    (法人名) 

 

                     
(施設の名称) 

 

 

総事業費 A 円 

対象経費の実支出(予定)額 B 円 

寄付金その他特別の収入額 C 円 

補助必要額 D(＝B－C) 円 

 

補助金名称 四日市市公的介護施設等整備費補助金 

区 分   

施設数 E  

補助単価(施設あたり) F 円 

補助基準額 G(＝E×F) 円 

 

補助金の額 H 円 

 

注1) A欄には、当該事業を行うために要する経費の総事業費を記入してください。 

注2) B欄には、A欄の事業費のうち、補助対象の経費の実支出予定額を記入してくだ

さい。 

注3) H欄の合計には、D欄及びG欄の金額を比較していずれか少ない額を記入してくだ

さい。 

 

  



第１４号様式（第１０条関係） 

 

公的介護施設等整備事業 収支決算書 

 

○収入の部 

科 目 金 額 摘要・内訳 

   

 

○支出の部 

科 目 金 額 摘要・内訳 

   

上記のとおり相違ありません。 

      年  月  日 

申請者（補助事業者）名 

代表者             印 

  



第１５号様式（第１１条関係） 

四日市市指令  第   号 

 

 

 住所 

 名称 

 代表者氏名 

 

 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金確定通知書 

 

     年  月  日付け 第   号  で交付決定した四日市市公的介護施

設等整備費補助金については、四日市市公的介護施設等整備費補助金交付要綱第１１条

の規定に基づき適正と認め、交付決定額のとおり確定します。 

 

 

 

      年  月  日 

 

 

 

                       四日市市長 

  



第１６号様式（第１２条関係） 

                              年  月  日 

 

 

  四日市市長 

 

                        住 所 

                        名 称 

                        代表者氏名        印 

 

四日市市公的介護施設等整備費補助金請求書 

 

     年  月  日付け 第  号で確定通知があった四日市市公的介護施設

等整備費補助金について、下記金額を交付されるよう、四日市市公的介護施設等整備費

補助金交付要綱第１２条の規定に基づき請求します。 

 

記 

 

補助金請求額    金           円 

 

 

下記の口座に振り込んでください。 

 

振 込 先 金 融 機 関 

銀行 

信金 

農協 

本店（所） 

支店（所） 

預金種目 
１．普通 

２．当座 

口座番号 

（７桁） 

       

口座名義（フリガナ） 

 

 

 

 

 


